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研究成果の概要（和文）：　本研究では、両大戦間期のバルト三国で実現した非領域的（民族的）文化自治を事
例として、東欧諸国の民族政策が歴史的文脈の中で構築され、またその評価も歴史的文脈の中でなされているこ
とを明らかにした。これは、東欧諸国のナショナリズムに対する本質主義的理解を批判的に再検討したものであ
る。
　こうした研究を通じて、ナショナリズムや民族政策に関するリベラル／非リベラルを分ける境界線の精緻な捉
えなおしが必要であることが主張された。

研究成果の概要（英文）：  The aim of this project is to explore the non-territorial cultural 
autonomy in the Interwar Baltic states and to show the national policies in the Eastern Europe has 
been constructed in the historical context and likewise the evaluation on them has been also made in
 the historical context. In this way the essencialism over nationalism in Eastern Europe was 
critically reconsidered.
  By this research project it is claimed that the boundary between liberal and illiberal policies 
with regards to nations should be recomprehended.    

研究分野： ロシア・東欧史
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）非領域的文化自治の歴史的背景 
国民国家内における民族的多様性の扱い

は、第一次世界大戦後、ヨーロッパ諸帝国の
解体に伴い、東欧に多くの「多民族」国家が
成立したことにより、喫緊の課題となった。
住民交換や国境変更にもかかわらず各国内
に少数者としてとどまることになった諸民
族（なかんずくドイツ人とユダヤ人）の要求
に対処する必要が生じたからである。 
 本研究で扱った非領域的（民族的）文化自
治は、国家内多数派から認められ付与される
権利ではあるものの、少数派自身が教育等の
限定的な分野で自治を行うという点で、両大
戦間期の時点では、少数の事例しか見られな
いものであった。その少数の事例に含まれる
のが、エストニア、ラトヴィア、リトアニア
の三国である。 
 
（２）同自治に対する関心の高まり 
 こうした少数事例としてのバルト三国の
民族的文化自治制度は、冷戦終焉後の民族問
題の再燃と、民族問題に対するリベラルな対
応が求められたヨーロッパの政治状況を受
けて、政治学や歴史学の分野で関心を呼ぶよ
うになった。 
 この点において見過ごすべきでないのは、
東欧諸国の民族政策に対するリベラル／非
リベラルという評価の見直しの必要性であ
る。一般に、東欧諸国の民族主義は、エスニ
ック・ナショナリズムに分類され、その非リ
ベラル的性格が指摘されてきた。しかしなが
ら、そこには本質主義的陥穽があると言わざ
るを得ない。 
 
２．研究の目的 
 上記の背景を踏まえ、本研究は、東欧諸国
の民族政策が歴史的文脈の中で構築され、ま
たその評価も歴史的文脈の中でなされてい
ることを明らかにすることで、民族主義や民
族政策に関するリベラル／非リベラルを分
ける境界線の捉えなおしを検討するもので
ある。 
 とくに、バルト三国の中でもエストニアで
は、1930 年代半ばに権威主義体制が成立し
た後も文化自治制度は維持され、ユダヤ人の
権利も保障されていた。とはいえ、これをも
って、先行研究などで指摘されるように、エ
ストニアでウィル・キムリッカのリベラル・
ナショナリズム論にも匹敵するような文化
自治が実現していたと評することができる
だろうか。 
 制度の中に理念が実現されていると見な
すこともできるが、一方、政策決定者の意図
と実態・帰結のずれに着目することで、両大
戦間期という特定の時代の民族観および国
家観を明らかにすることも可能であろう。本
研究では、民族的文化自治の歴史的理解を深
めることを通じて、両大戦間期に対する新た
な分析視角を見つけ出すことも試みた。 

 
 
３．研究の方法 
 本研究では、両大戦間期に文化自治を実際
に制度化し、運用したバルト三国の事例を、
史資料分析や計量分析等の手法を用いて、検
証し、その実態を多角的に明らかにする。史
資料分析にあたっては、文化自治の実現を主
導した人物が、同時に保守的な思想の持主で
あったことに着目し、その思想的背景や政治
的実践の検証を念頭におく。 
 本研究内で明らかにすべき研究課題とし
ては、次の 5つを設定した。①文化自治実現
の人的要因（民族的多数派、少数派それぞれ
の指導的人物の思想や実践）、②同実現の共
時的・通時的要因（歴史的位置づけ）、③同
実現の政治的要因（国内の政党間関係と三国
を取り巻く国際関係）、④同実現の社会・経
済的構造要因、⑤地域内／間比較の理論化の
可能性。 
 
４．研究成果 
（１）研究成果の概要 
 本研究の成果の概要を、上記３．で示した
研究課題に即して整理する。 
①文化自治実現の人的要因 
 人的要因として着目すべきは、制度化の時
点ではなく、1930 年代にナショナリズムが過
激化し、極右運動（エストニアでは、極右運
動自体は政治の舞台から排除されたが、運動
が掲げていた民族的理念は、主として知識人
らによって組織された民族主義者クラブに
よって内容的に引き継がれた）が台頭した後
の状況である。エストニアとリトアニアでは、
一部の主導的立場にあった政治家（とくに、
前者ではコンスタンティン・パッツ、後者で
はアンタナス・スメトナ）は、反ドイツ主義
や反ユダヤ主義的感情を政治的に利用する
ことをせず、むしろ、多数派である自民族の
民族意識の醸成と強化に力を注いだ。すなわ
ち、この時期の民族主義的指導者の中には、
他者の措定によってではなく、自民族内の自
己改革による民族アイデンティティの強化
を重視する者が存在したことが指摘できる。 
 他方、ラトヴィアでは、権威主義的指導者
となったカールリス・ウルマニスは、反ドイ
ツ主義を利用し、それを抑制することはなか
った。こうした三国間での違いの原因を探る
うえで、少数派民族についての検討が有効で
ある。 
 エストニアとラトヴィアの少数派を比較
した場合、政治勢力としてみると、前者では
ドイツ人もロシア人も、またユダヤ人も、民
族政党としてまとまり国会に議席を確保す
るほどの勢力にはならなかった。他方、ラト
ヴィアでは、ドイツ人政党が一定の勢力を誇
った。これには人口構成における民族比率が
影響を及ぼしている。また、政治エリートで
ある個人に着目しても違いがあることがわ
かる。エストニアのバルト・ドイツ人を代表



する人物であるエヴァルド・アンメンデ
(1892―1936）もラトヴィアの同じくバル
ト・ドイツ人の代表的人物であるパウル・シ
ーマン（1876―1944）も、ともに国内少数派
の権利確保に尽力し、ヨーロッパ少数民族会
議というトランスナショナルな民族保護活
動において主導的役割を果たしたが、アンメ
ンデがナチ党と排外的ナショナリズムによ
り迎合的であったのに対し、シーマンは「新
たなナショナリズムの波」（彼の演説のタイ
トル）に警告を発したという点に違いがある。
とはいえこのことは、アンメンデがナチであ
ったことを意味するわけではない。Martyn 
Housden が指摘するように、アンメンデはナ
チスというよりは「伝統主義者」であった。
シーマンについては、次のことを指摘してお
きたい。すなわち、シーマンは、多くのバル
ト・ドイツ人がヒトラーの呼びかけに応えて
「故郷」を去るなか、最後までラトヴィアに
とどまり、かつユダヤ人少女をかくまってそ
の命を救ったのである。 
 ここで重要なのは、この二人の人物が 19
世紀的な精神の下で人格を形成した後に、20
世紀という新しい時代を迎えたことである。
彼らはともに、民族と国家の結びつきを絶対
的なものととらえることはなかった。むしろ、
国家から民族的な性格を分離させ、民族文化
を少数派民族にゆだねることで、その安寧を
図ろうとしたのである。 
 多数派民族の中にも少数派民族の中にも
非領域的（民族的）文化自治を民族問題解決
の方策として推進する者が存在したが、そう
した制度が国家や社会に対して持つ意味は、
それぞれにとって異なるものであったこと
が指摘できるのである。 
②文化自治実現の共時的・通時的要因 
 ①で示したように、同じように文化自治の
実現に尽力したとはいえ、多数派民族と少数
派民族では、その思惑は異なっていた。しか
しそこに共通点がなかったわけではない。そ
れが、19 世紀的自由主義の影響である。 
 両大戦間期は、その前の時代と断絶してい
るわけではない。イギリスの歴史家エリッ
ク・ホブズボームが指摘するように、むしろ、
その 20 年間に 19 世紀的な社会が解体・変容
したのである。 
 特に指摘すべきは、多数派民族の中でそれ
を推進する者にとっての文化自治は、自民族
を守るためのものと言えば言いすぎであろ
うが（国際政治の観点からはそう言える）、
少なくとも自民族に害をもたらすものでは
なかった。というのは、少数派民族は強制的
に多数派に同化させられる存在ではなく、個
人の意思によってそれは可能であると考え
られていたからである。集団的アイデンティ
ティではなく、個人の意思に重きをおく考え
方は 19 世紀の名残であった。だが同時に、
自民族に対しては、民族に基づく集団的アイ
デンティティの強化を求めたのである。こう
した、19 世紀的な考え方と 20 世紀的なそれ

との共存が、文化自治実現の背景にはあった。 
③文化自治実現の政治的要因 
 ①で述べたことの繰り返しになるが、エス
トニアで文化自治が最も「成功」した背景に
は、一見逆説的に見えるが、同国国内政治に
おけるドイツ人の「弱さ」がある。この点は、
多くの先行研究で指摘されている。少数派民
族が多数派民族の脅威にならないと思われ
ていたことが、文化自治の実現に資したとい
うのである。 
 これに加えるならば、エストニアにおける
ドイツ人勢力の分裂も指摘できる。エストニ
アという国家との関係のとり結び方につい
て、ドイツ人はけっして一枚岩的ではなかっ
た。 
④文化自治実現の社会・経済的構造要因 
 社会的要因としては、民族構成や歴史的な
民族間関係が指摘できる。他方、経済的要因
については、本研究の中では、それが文化自
治実現に影響を及ぼしたと言える事実は確
認できなかった。 
⑤地域内／間比較の理論化の可能性 
 バルト三国として一般にひとくくりにさ
れることが多いとはいえ、エストニア・ラト
ヴィアとリトアニアでは、その辿ってきた歴
史に違いがあることを看過することはでき
ない。とはいえ、18 世紀からロシア帝国の下
にあり、ロシア革命と第一次世界大戦を経て
誕生した国家として、また、ドイツとソ連に
挟まれ、国内に有力な少数派民族を抱えてい
るという点で共有する条件も少なくない。そ
の三国で、文化自治のあり方が模索され、実
現した制度に程度や様態の違いがあったが
ゆえに、文化自治を歴史的に位置づけると同
時に、本研究において現代の民族問題への適
用の可能性と限界を検討することが可能で
あった。 
 理論化という点でいま一つ視野に入れる
べきは、リベラルと非リベラルの境界付けの
困難さであろう。ルーマニア、ハンガリー、
モルドヴァの国籍問題に詳しい中央ヨーロ
ッパ大学のコンスタンティン・ヨルダッキが
指摘するように、近年普及しつつある重国籍
容認の動きは、西ヨーロッパではリベラルな
考えに基づくものであるが、東ヨーロッパで
は非リベラルな考えに基づいている。 
 近年のヨーロッパを見ても、民族主義的主
張が、リベラルなのか非リベラルなのかにわ
かには判別しがたい例が少なくない。少数派
が主張するからと言って、留保なしにリベラ
ルな主張と見なすことはできない。その意味
で、2000 年代に入って見直されつつあるヨー
ロッパの多文化主義は、テロリズムのグロー
バル化や大規模化した難民問題によっては
じめて困難に直面したというよりは、その中
に再検討すべき課題を胚胎していたのであ
る。 
 両大戦間期のバルト三国で非領域的（民族
的）文化自治が制度化され、またソ連におい
ても民族的権利の保障が制度化されていた



ことは（たとえ法制度と実態に乖離があった
としても）、1990 年代から 2000 年代初めにか
けて称揚された多文化主義が現在直面する
諸課題を検討するうえで重要な参照対象と
なっているのである。 
 
（２）研究成果の公開 
 本研究の成果は、今後一定の準備期間を経
て、研究分担者および研究協力者との共著の
形で出版する予定である。 
 その前段として、2018 年のロシア・東欧学
会において、研究代表者が成果の報告を行う。 
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